
穴水町中小企業等緊急対策支援金事業支援金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染拡大によって大きな影響を受けている

町内事業者の事業継続を支えるため、事業の継続に意欲のある法人又は個人事業者

に対し、事業全般に広く使える穴水町中小企業等緊急対策支援金事業支援金（以下

「支援金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、穴水町補助金交付

規則（平成９年穴水町規則第９号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、こ

の要綱の定めるところによる。

（交付対象者）

第２条 支援金の交付の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、次の要件を

全て満たすものとする。

（１）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条で規定する者（以下「法

人」という。）又は個人事業者であって、本町に本社又は本店のあるもの

（２）新型コロナウイルス感染症の影響により１か月当たりの収入金額が令和２年

１月から令和２年１２月までの間において、前年同月比で３０パーセント以上

５０パーセント未満の減少が１か月以上認められる者

２ 前項第２号において、白色申告を行っている者の場合、確定申告書に所得税青色申

告決算書（農業所得用）を添付した場合又は第９条第１項の規定に基づき住民税の申

告書類の控を用いる場合には、２０１９年の月次の事業収入が記載されないことか

ら、２０１９年の月平均の事業収入と対象月の月間事業収入を比較することとする。

（不交付対象者）

第３条 前条の規定にかかわらず次の各号で掲げる者は、交付対象者としない。

（１）令和２年１月から交付申請する前月までの間で、１か月当たりの収入金額が前

年同月比５０パーセント以上減少している月がある者

（２）法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に規定する公共法人

（３）風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

に規定する性風俗関連特殊営業及び当該営業に係る接客業務住宅営業を行う者

（４）町税等の滞納がある者、若しくは担当課と納付について協議を実施し、納税等

に関する計画を適正に履行していない者

（５）宗教上の組織又は団体

（６）政治団体

（７）既に支援金の交付を受けた者

（８）前各号に掲げるもののほか、支援金の趣旨に照らして適当でないと町長が判断

するもの

（支援金の額）

第４条 支援金の額は、令和元年の総収入金額から減収相当額（令和２年１月から令和



２年１２月までの間で、１か月当たりの収入金額が前年同月比３０パーセント以上

５０パーセント未満減少している月のうち、最も収入金額が少ない月の収入金額に

１２を乗じた額）を減じたものとし、その額は、法人にあっては５０万円を個人事業

者にあっては３０万円を上限とする。

（申請受付開始日及び申請期限）

第５条 支援金に係る本町の申請受付開始は、令和２年５月１５日とする。

２ 申請期限は、令和３年１月１５日とする。ただし、町長が特に認めた場合はこの限

りではない。

（交付の申請）

第６条 支援金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、穴水町中小

企業等緊急対策支援金事業交付申請書（法人にあっては別記様式１号、個人事業者に

あっては別記様式２号）に次に掲げる書類を添えて、町長に申請しなければならない。

（１）平成３１年１月から令和元年１２月までの収入金額が確認できる確定申告書

の写し

（２）令和２年１月から申請する月の前月までの収入金額を示した帳簿等

（３）その他町長が認める書類

２ 正当な理由により前各号に掲げる書類を提出できない場合は、別に町長が定める

書類を提出するものとする。

（交付及び不交付の決定）

第７条 町長は、前条の規定により提出された申請書を受理したときは、速やかに内容

を審査し、その結果を穴水町中小企業等緊急対策支援金事業交付決定通知書（別記様

式３号）又は穴水町中小企業等緊急対策支援金事業不交付決定通知書（別記様式４号）

により申請者に通知し、交付が決定した場合は、当該交付対象者に対し、支援金を交

付する。

２ 町長は、前項の規定により支援金の交付を決定する場合で、必要があると認めると

きは、条件を付すことができる。

（交付の取消及び返還）

第８条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、支援金

の交付の全部又は一部を取り消し、又は既に支援金が交付されているときは、その全

部又は一部を返還させることができる。

（１）交付の要件を満たさなくなったとき

（２）虚偽その他不正の手段により支援金の交付の決定又は交付を受けたとき

（３）法令又はこの要綱に違反したとき

（４）その他町長が不適正と認めたとき

（書類、支援金の算定式及び基本情報の特例）

第９条 法人にあっては、申請日が、その属する事業年度の直前の事業年度の確定申告

の申告期限内であり、又は申告期限が延長されており、かつ当該確定申告を完了して



いない場合には、第６条の書類について、対象月の属する事業年度の２事業年度前の

確定申告書類で代替することができる。また、その他相当の事由により提出できない

ものと町長が認めるときは、対象月の属する事業年度の直前の事業年度の確定申告

で申告した申告予定の月次の事業収入額を証明できる書類であって、税理士による

押印及び署名がなされたもので代替することができる。

２ 個人事業者にあっては、２０１９年分の確定申告の義務がない、その他相当の事由

により提出できない場合には、第６条の書類ついて、２０１９年分の住民税の申告書

類の控で代替することができる。また、「確定申告期限の柔軟な取扱いについて」（令

和２年４月６日国税庁）に基づき、２０１９年分の確定申告が完了していない場合は、

住民税の申告期限が猶予されており当該申告が完了していない場合又はその他相当

の事由により提出できない場合は、２０１８年分の確定申告書等の控又は２０１８

年分の住民税の申告書類の控で代替することができる。

３ 第４条に規定する支援金について、次の各号に該当する申請者は、代替措置として、

別表に定める書類等を提出することで、別表の算定式及び基本情報を用いて支援金

の算定を行うことができるものとする。ただし、この場合においても支援金の額は法

人にあっては５０万円を個人事業者にあっては３０万円を上限とする。

（１）２０１９年１月から１２月の間に設立した法人である場合

（２）２０１９年１月から１２月までの間に開業した個人事業者である場合

（その他）

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、支援金の交付に必要な事項は、町長が別に定

める。

附 則

１ この要綱は、令和２年５月１５日から施行する。

２ この要綱は、令和３年１月１５日限り、その効力を失う。ただし、この要綱に基づ

き交付決定された支援金については、この要綱の失効後も、なおその効力を有する。

附 則

この要綱は、令和２年６月１日から施行し、令和２年５月１５日から適用する。



別表

項 書類等の特例 算定式及び基本情報の特例

【法人】

２０１９年１

月から１２月

までの間に設

立した法人で

ある場合

２０１９年１月から１２月まで

の間に法人を設立した場合であ

って、対象月の月間事業収入が、

２０１９年の月平均の事業収入

に比べて３０％以上５０％未満

減少している場合、次の書類等の

特例及び右の算定式及び基本情

報の特例によることができる。

一 第６条で定める書類

二 履歴事項全部証明書（法人の

設立年月日が２０１９年１月

１日から１２月３１日までの

間であること。）

Ａ÷Ｍ×１２－Ｂ×１２

Ａ：２０１９年の年間事業収入

Ｍ：２０１９年の設立後月数（開業

した月は、操業日数に関わらず、

１か月とみなす。）

Ｂ：対象月の事業収入

【個人事業者】

２０１９年１

月から１２月

までの間に開

業した場合

２０１９年１月から１２月まで

の間に開業した場合であって、対

象月の月間事業収入が、２０１９

年の月平均の事業収入に比べて

３０％以上５０％未満減少して

いる場合、次の書類等の特例及び

右の算定式及び基本情報の特例

によることができる。

一 第６条で定める書類

二 次に掲げるいずれかの書類

イ 開業・廃業等届出書（所得

税法第２２９条）（開業日が

２０１９年１２月３１日以

前で、当該届出書の提出日が

２０２０年４月１日以前で

あり、税務署受付印が押印さ

れていること。）

ロ 個人事業の開業・廃業届

（石川県税条例第６６条）

Ａ÷Ｍ×１２－Ｂ×１２

Ａ：２０１９年の年間事業収入

Ｍ：２０１９年の開業後月数（開業

した月は、操業日数に関わらず、

１か月とみなす。）

Ｂ：対象月の事業収入



（事業開始の年月日が２０

１９年１２月３１日以前で、

当該申告書の提出日が２０

２０年４月１日以前であり、

受付印等が押印されている

こと。）


